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（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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固 定 負 債

7,624

負 債 合 計

4,234
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固 定 資 産

資 産 除 去 債 務

資 本 剰 余 金

144,227

科 目

有 形 固 定 資 産

268,728純 資 産 合 計

44,428 その他利益剰余金 58,641

繰越利益剰余金 58,641

建 物 付 属 設 備

36,890

23,928

24,805

無 形 固 定 資 産

機 械 装 置

負債及び純資産合計

株 主 資 本

56,358

6,549

工具、器具及び 備品

資 産 合 計 604,461

投 資 そ の 他 の 資 産 81,319

繰 延 税 金 資 産

前 払 年 金 費 用

ソ フ ト ウ ェ ア

6,549

資 本 金

604,461

貸借対照表

460,234

（2021年３月31日現在）

売 掛 金

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

資 産 の 部 負 債 の 部

423,970

331,498流 動 負 債

140,787

前 渡 金 201

貯 蔵 品 80

前 払 費 用 33,759

未 収 入 金

科 目

151,226

役 員 賞 与 引 当 金10,904

未 払 費 用

1,069

4,656預 り 金

未 払 法 人 税 等

17,711

（単位　千円）
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（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１． 固定資産の減価償却の方法
(1)有形固定資産

定率法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物付属設備　　　　１５年
機械装置　　　　　　　４年
工具、器具及び備品　　４年～１５年

(2)無形固定資産
ソフトウェア（自社利用分）
社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

２． 引当金の計上基準
(1)役員賞与引当金

役員の賞与支給に備えるため、次回支給見込額を計上しております。
(2)退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるために、退職給付債務を簡便法（期末要支給額に相当する金額の100％
を退職給付債務とする方法）により計上しております。

３． その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
(1)消費税等の会計処理

税抜方式を採用しております。ただし、資産に係る控除対象外消費税等は発生事業年度の期間費
用としております。

(2)連結納税制度の適用
株式会社バンダイナムコホールディングスを連結親法人とした連結納税制度を適用しております。

(3)連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用
　当社は、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第８号）において創設された
グループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが
行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の
適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号　2020年３月31日）第３項の取扱いにより、
「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　平成30年２月16日）
第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に
基づいております。

４． 当期純利益金額　　　25,846千円

個別注記表
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